別紙①－１
申請者の概要（早期経営改善計画策定支援）
①概要
	事業者名
	　

	連絡先
	　
	住所
	

	業種
	　
	設立年月日
	　
	年商
	　
	百万円

	事業内容
	　
	代表者氏名
	　
	年齢
	　
	歳　

	資本金
	　
	百万円
	従業員数(うちﾊﾟｰﾄ人員数)
	

	事業の沿革
	

	株主構成
	名前　
	株数　
	関係
	役員構成
	名前　
	役職

	
	　
	　
	　
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	
	　
	　

	
	計
	　
	　
	
	　
	　




②業績推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	　年　月期(実績)
	　年　月期(実績)
	　年　月期(実績)

	売上高
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期利益
	
	
	

	減価償却
	
	
	




③銀行取引の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	金融機関名
	　年　月期(実績)
	シェア
	保全額

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　




④経営改善計画等の策定状況等（ＹＥＳかＮＯに○をつけてください）
	申請者は、過去に早期経営改善計画策定支援を利用したことがある。
	ＹＥＳ　／　ＮＯ

	申請者は、過去に経営改善計画策定支援を利用したことがある（申請日時点において利用中の場合を含む。）。
	ＹＥＳ　／　ＮＯ

	申請者は、過去に中小企業再生支援事業を利用したことがある（申請日時点において利用中の場合を含む。）。
	ＹＥＳ　／　ＮＯ


※全てＮＯの方が申請対象となりますが、特定の条件（マニュアル・FAQ参照）に該当する方は過去に早期経営改善計画策定支援及び経営改善計画策定支援を利用していても、利用可能です。その場合は、再度利用申請書に記入いただき、中小企業活性化協議会にお申し込みください。


（注）　②～③については、外部専門家が記入することが望ましい。



申請者の概要（早期経営改善計画策定支援）記　入　例


①概要
	事業者名
	　●▲株式会社　代表取締役　経営太郎

	連絡先
	03-××××-××××
	住所
	東京都世田谷区丸の内×××

	業種
	卸売
	設立年月日
	1998年×月×日
	年商
	　９５
	百万円

	事業内容
	衣料品卸
	代表者氏名
	経営太郎
	年齢
	　５０
	歳　

	資本金
	１０
	百万円
	従業員数(うちﾊﾟｰﾄ人員数)
	５名（うちパート２名）

	事業の沿革
	平成１０年開業、海外ブランドの衣料品卸で売上拡大

	株主構成
	名前　
	株数　
	関係
	役員構成
	名前　
	役職

	
	経営太郎
	10,000
	代表者　
	
	経営太郎
	代表取締役　

	
	経営花子
	5,000
	代表者の妻
	
	経営花子　
	取締役

	
	●●●子他３名
	5,000
	役員
	
	●●　●子
	取締役

	
	計
	20,000
	
	
	▲▲　▲夫
	監査役




②業績推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	２０１９年３月期(実績)
	２０２０年３月期(実績)
	２０２１年３月期(実績)

	売上高
	100,000
	110,000
	95,000

	営業利益
	2,000
	2,500
	△2,000

	経常利益
	750
	900
	△3,500

	当期利益
	500
	600
	△3,500

	減価償却
	300
	300
	300




③銀行取引の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	金融機関名
	２０２１年３月期(実績)
	シェア
	保全額

	Ａ信用金庫
	20,000
	67％
	

	Ａ信用金庫（保証協会）
	（16,000）
	（53％）
	

	Ｂ銀行
	10,000
	33％
	

	Ｂ銀行（保証協会）
	（8,000）
	（26％）
	

	合計
	　
	　
	




④経営改善計画等の策定状況等（ＹＥＳかＮＯに○をつけてください）
	申請者は、過去に早期経営改善計画策定支援を利用したことがある。
	ＹＥＳ　／　ＮＯ

	申請者は、過去に経営改善計画策定支援を利用したことがある（申請日時点において利用中の場合を含む。）。
	ＹＥＳ　／　ＮＯ

	申請者は、過去に中小企業再生支援事業を利用したことがある（申請日時点において利用中の場合を含む。）。
	ＹＥＳ　／　ＮＯ


※全てＮＯの方が申請対象となりますが、特定の条件（マニュアル・FAQ参照）に該当する方は過去に早期経営改善計画策定支援及び経営改善計画策定支援を利用していても、利用可能です。その場合は、再度利用申請書に記入いただき、中小企業活性化協議会にお申し込みください。



（注）　②～③については、外部専門家が記入することが望ましい。

